
52 
 

インドネシア教育振興会 
 

活動名 
バイオマス利用によるインドネシア・西ジャワ州バンドンにおける循環型社会形成のための実

践活動 

活動区分 国内の民間団体が行う開発途上地域の環境保全活動 

活動形態 実践 

活動分野 循環型社会形成 

活動の背景 

インドネシア・西ジャワ州ランチャセガング地域は、水道などのライフラインが充実されていない極度の貧困

地域であり、食品廃棄物や家畜排せつ物についての現代的な処理方法をもたない。廃棄物等が放置状態にあるた

め異臭や伝染病の原因になるなど生活環境・地球環境に悪影響を及ぼしており、現状では村人・子どもたちの環

境意識向上を育む環境もない。 

活動概要 

ランチャセガング地域にあるブディ・ラハユ小学校を拠点として、地域の循環型社会形成推進委員会（以下３

Ｒ推進委員会）を組織し、リーダー育成・勉強会を実施する。また、20年度に設置した村の小学校のバイオマス

学校農園をさらに地域住民（大人達）に活用してもらうために農園設備を充実し、バイオマス利用（ごみの再利

用）を地域に拡大する。当会と日本の大学・農業従事者からなるボランティア、そしてインドネシアの行政や農

業指導者と連携し３Rを協働で推進する。執筆した循環型社会形成（３R・ゴミの分別）推進マニュアルを製本し、

バイオマス学校農園を活用しながら３R推進委員会と協働で住民参加型の３R実践勉強会を実施する。 

期待される効果（目標と将来像） 

・地域住民に対して、バイオマスの知識を啓発・普及することで「ゴミ」を「資源」として捉え、持続 

 可能な開発や環境の保護を実現しようとする地域住民の意識向上が期待できる。 

・バイオマスを利用することで、ゴミの投棄がもたらす悪臭や環境汚染を減らし、健康的で安全な生活環境へと

改善することができる。 

・食品廃棄物や家畜排せつ物から堆肥を作りだし、利用することで地域の農畜産業の振興に貢献することができ

る。 

・活動を発信、ボランティアの受入れにより地球環境保護活動への関心を高めることができる。 

助成1年目の実施内容 

地域の小学校の裏山を整備し井戸とバイオマス作業場を設置し堆肥（コンポスト）を作り、学校農園 

で作物の試作を始めた。地域住民ならびに小学生がわかり易い平易な循環型社会形成マニュアルの執筆。 

日本・インドネシアの大学生と協働で児童に対し環境教育の実施と住民ミーティングを実施し循環型 

社会へのアプローチを開始した。 

 

ゴミの現状              バイオマス作業場         住民ミーティング     
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助成2年目の実施内容及び今後のスケジュール（3年目の予定を含む。） 

＜４月～８月＞ 

 地域の３R循環型社会形成推進委員会創設の説明会を開き住民への理解を促し３Rリーダーを選出し 

勉強会を実施した。学校農園をより広く地域で活用できるようバイオマストイレとコンポスト作業場 

を整備し、良質なコンポストをつくり出すためにエンジン付き破砕機を導入した。 

＜８月～９月＞ 

 ３R研修会を実施しリーダーとしての知識を深めた。また小学生・教師向けに日本・インドネシア両国 

の大学生らと協働で循環型社会形成への環境教育を実施した。 

＜１０月～３月＞ 

 学校農園でコンポストを使用した実践活動を開始する。リーダー・住民向け研修会・勉強会で循環型社会形成

マニュアルを活用しマニュアルの最終校正を行う。 

＜活動３年目＞ 

 ３R推進マニュアルを製本し活用しながら座学・農園での講習会を実施し地域への循環型社会形成を 

定着させる。３R推進マニュアルを活用したシンポジュームを現地の大学・国立研究機関と協働で開催し 

近隣地域ならびに他の地域へ循環型社会形成の普及と拡大に貢献することを目標としている。 

これまでの活動についての自己評価・今後の展望 

[自己評価]  

 都市から離れた僻地でのプロジェクトでありながら、対象の小学校・地域住民・農業指導者やボランティアの

協力を得て調査、バイオマス農園整備、わかり易い循環型形成マニュアルの執筆、３R リーダー研修など順調に

進んでいることが評価できる。また、昨年の活動が新聞報道やラジオで取り上げられた他、 

Web等の発信の効果が高く、本年度はこれまでに日本・インドネシアの大学生ボランティアが４８名参加し３日/

回、児童や地域住民に循環型社会形成促進の環境教育を協働で実施できた。また、近辺に公衆トイレ設備が無い

ことからバイオマス利用のトイレの完成により、活動がいっそう身近に体感できるように 

なった。 

[反省・課題]  

  コンポスト運営で当初バイオマス破砕を人海戦術で予定していたが、道具が揃わないなどのほか、 

最良の堆肥ができにくいことから本年度破砕機の導入をした。地域の識字率の低さと意欲の高さの 

ギャップが大きく、教授方法に対応が必要であり「わかり易い循環型形成マニュアル」の校正を実 

践を通して改良する。 

 [今後の展望]  

  今後は、循環型社会形成活動を３Ｒ推進委員会（3Ｒ）とリーダー育成し、より多くのに地域に広め 

たい。こうした活動が継続的に運営できるように３Ｒと共に当会やボランティアチームとが連携・サポートし、

バイオマス運営・住民所得の向上を目指す。また現在実施しているスタディツアーを拡大し交流の多様化が図

れるグリーン・ツーリズムの拠点として位置づけ活動の拡大を行ってゆきたい。 
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（特定）生ごみリサイクル全国ネットワーク 
 

活動名 
広範な国民に対して行う科学的根拠に基づく衛生的な生ごみ処理の啓蒙普及活動を進めるため

の調査・研究 

活動区分 国内の民間団体が行う国内の環境保全のための活動 

活動形態 調査研究 

活動分野 循環型社会形成 

活動の背景 

わが国では家庭生ごみの97％以上が可燃ごみとして焼却されている。含水率の高い生ごみを焼却するため大量

のエネルギーを使用し大量のCO2 を排出し、低炭素社会への移行を難しくしているだけでなく廃棄物処理に莫大

な費用をかけすぎる要因となっている。また、戦後一貫して生ごみなど生物系廃棄物は廃棄・焼却され、化学肥

料による農作物生産が続いた為、農地のミネラルバランスは崩れ特に微量ミネラルが欠乏している。微量ミネラ

ル不足の不健康な農作物は病害虫にも弱く化学農薬多量使用の原因となっている。 

活動概要 

・  生ごみカラットシステムの使用を普及し、ごみ減量・資源化および温暖化対策を進めるため、引き続き「出

前講座・生ごみの減量と堆肥づくり」を実施する。 

・  「2009生ごみリサイクルフォーラム」の開催と地域における生ごみリサイクルフォーラム開催の援助と指導

・  ガイドブックⅡ「みんなで取り組む家庭の生ごみ」（仮称）作成のための調査研究と検討 

 

期待される効果（目標と将来像） 

・  生ごみカラットシステム使用方法の普及の中で、自然界の生ごみ分解に係わる微生物についての基礎知識を

普及することは、国民の衛生意識と生活環境の改善と向上につながる。 

・  生ごみカラットシステム普及で生ごみの前処理（水分を取る、風乾する）が一般化すれば、生ごみの資源化、

堆肥による土壌改善および健康な農作物の生産が実現するだけでなく、国民が自然界の循環に気付き、「自然

との共生」に実践を通して目覚める機会ともなる。従って地域に生ごみリサイクル循環の環を構築すること

は、地域そのものが活きた環境教育の場となる。 

助成1年目の実施内容 

・  名古屋市との協働による生ごみカラットシステムモニター事業実施とアンケート調査 

名古屋市モニター対象のパンフレットを作成 

・  出前講座の開催で地域リーダーの養成をめざす 埼玉県新座市：補助金の対象に選定 

・  「2008生ごみリサイクルフォーラム」12.10/12.11で含水率の高い生ごみ焼却の意味を学ぶ 

・  地域における生ごみリサイクルフォーラム開催の援助と指導 

2009.01.31 「生ごみリサイクルフォーラムin仙台」開催 

2009.02.04 「東京都北区ごみ減量対話集会」 
2009.02.20 「生ごみリサイクルフォーラムin鳥羽」開催 

2009.02.28 「生ごみリサイクルフォーラム～水切りを考える」松本 

・  自治体の家庭生ごみ施策の現状と意識を探るため、全国自治体を対象にアンケートを実施。回収率 

44％で関心の高さは窺えるが、積極的な取組みは少なく、大半の自治体は家庭生ごみは各家庭に任せるため

の事業即ち生ごみ処理機器の助成事業にとどまっている。 

 

 



55 
 

 
助成2年目の実施内容及び今後のスケジュール（3年目の予定を含む。） 

・  出前講座の実施 

    東京都北区で引き続きモニター事業実施 

     〃 文京区で出前講座、モニター事業実施 

・  「2009生ごみリサイクルフォーラム」11.25/11.26で最新の堆肥化処理装置を学ぶ 

・  地域における生ごみリサイクルフォーラム開催の援助と指導 

    2009.07.16/07.17  「生ごみリサイクル全国交流大会in北広島」開催の援助と指導 

    2009.10.01/10.02 「生ごみリサイクル全国交流大会in能代」開催の援助と指導 

    2009.11.14 「生ごみリサイクルフォーラムin東松山」開催予定 

    2009.12.13 「生ごみリサイクルフォーラムin鶴ヶ島」 〃 

    開催日未定 新潟市での開催予定 

・  ガイドブックⅡ「みんなで取り組む家庭の生ごみ」（仮称）作成のための企画・検討会議 

2009.07.28 第一回検討会 

    2009.09.04 第二回検討会 

    学識者による最新堆肥化処理装置の視察 06.26 08.17 

これまでの活動についての自己評価・今後の展望 

[自己評価]  

    家庭生ごみの資源化は、その継続性や公衆衛生上の課題解決のためにも収集システム構築が必要である

ことを訴えるが、その必要性に気付いている会員は少ない。  

家庭生ごみ資源化システム構築のためには、発生源（家庭）での保管方法と排出方法が重要なポイント

となる。すなわち「水分を除去し風通しの良い状態で保管する」ことによって悪臭のない取り扱いやすい

生ごみとして収集に出すことが可能となり、そのことがシステム構築の成否を決めるほど重要なのであり、

そのための生ごみカラット：通気式保管容器であるが、 

    会員の多くは、いろいろな堆肥化方法の実践に関心が行ってしまい、家庭生ごみ資源化の必要性とその

具体策を広い視野から考える人は少ない。 

 

[反省・課題]   

    生ごみにおいてもリサイクルが優先するのでなく、まず、発生抑制（リデュース）であること。 

    そのための水分除去が大幅な減量につながり、結果として「悪臭を出さない取り扱いやすい生ごみ」と

なること、それがエネルギーの節約につながりCO2の大幅な削減にもなることを訴え、 

    生ごみの水分除去が身近な温暖化対策の一つでもあることを理解してもらえるよう努力しているが、そ

の関連性が伝わり難いようで言葉で伝えることの難しさを感じている。 

 

[今後の展望]  

   生ごみのたい肥作りをした経験はないけれど、しかし生ごみを可燃ごみとすることに獏とした違和感を

持つ人は意外に多いようで、そのような人達は「生ごみの水分を取ることの重要性」を訴えるとさっと理

解するようである。しかし理解がすぐ実践に結びつくとは限らないので、根気強く 

  投げずに普及啓発活動を続けるしかないと考えている。 
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びん再使用ネットワーク 
 

活動名 学生、市民と進めるリターナブルびん普及活動 

活動区分 国内の民間団体が行う国内環境保全活動 

活動形態 知識の提供・普及啓発 

活動分野 循環型社会形成 

活動の背景 

・  びん再使用ネットワークでは、1994年度から規格統一Ｒびんの再使用に取り組み、6生協220万組合員の活

動に広げてきました。 

・  しかし一般の社会では、くり返し使う「リユースびん」の取り扱いは限られており、「リユースびん」とい

う言葉さえ知らない学生も多く見られます。 

・  ほとんどの学生は、水やお茶の入ったペットボトルを持ち歩いていますが、その多くは「ペットボトルはリ

サイクルされるから環境に良い」と勘違いしているのです。 

・  ＣＯ2を減らして、持続可能な３Ｒ社会を構築するためには、「リユースびんの普及」が肝心で、特に学生な

どの若者らに「環境に良い容器はリユースびんであることを理解してもらう」ことが不可欠であり、幅広い

関係当事者による普及活動が求められているところです。 

活動概要 

・  2008年、びん再使用ネットワークが中心となって、環境活動に取り組む学生やごみ問題の解決を目指す市民

団体、関連する事業者等と共に、「リターナブルびん普及プロジェクト」を発足し、リユースをアピールし

た作品を募集する“くり返し使うびん”応援コンテストを実施しました。 

・  2009 年度のプロジェクトでは、優秀作品を活用したＰＲツールを作成する共に、11 月には関西でＰＲ集会

を開催する準備を進めるなど、社会普及のための取り組みを進めています。 

期待される効果（目標と将来像） 

・  学生、市民、事業者など、幅広い関係当事者によるコラボレーションが進みます。 

・  新鮮な視点に立った「ツール」の作成を通じて、リユースびん普及の気運が高まります。 

・  一般の投稿者による優秀作品（動画・音楽・イラスト）を活用した「ツール」は、学生や市民へのアピール

力が強いので、これまで関心の低かった学生や社会人が“リユースびん”という言葉を知り、『もっとも環

境に良い容器はリユースびんである』と気づく“キッカケ”につながります。 

・  将来的に、ＣＯ2削減につながるリユースびんの普及が進みます。 

助成1年目の実施内容 

・  びん再使用ネットワークが中心となって、環境活動に取り組む学生やごみ問題の解決を進める市民団体、関

連する事業者などと幅広くネットワークし、「リターナブルびん普及プロジェクト」を発足。 

・  プロジェクトでは３回のミーティングとメーリングリストを作成し、情報交流を進めました。またリユース

びんを普及するＰＲ動画やイラストなどを募集し、優秀作品を表彰する「くり返し使うびん応援コンテスト」

の企画を検討しました。 

・  コンテストでは、全国からアクセスできるように専用ＷＥＢサイトを構築し、募集案内や動画投稿、作品紹

介などに活用しました。募集は9月1日から11月10日までで、75作品（動画9作品、イラスト48作品、

普及案18作品）の投稿がありました。 

・  11月29日、プロジェクトで優秀作品の選考を行い、審査結果の発表会を行いました。活動の概要について

は、2009年2月に報告用パンフレットにまとめました。 
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助成2年目の実施内容及び今後のスケジュール（3年目の予定を含む。） 

・  学生（「千葉大学」「大阪教育大学」「奈良県立大学」「名古屋大学」の学生ほか）や、市民団体（「まちだ R

びんの普及・拡大を進める会」「容器包装３Ｒ全国ネット」「てｔｏて倶楽部」「Ｒびんプロジェクト」「ＥＰ

Ｒデポネット」「なごや環境大学循環型社会推進チームリユースびんプロジェクト」ほか）、関連事業者（日

本ガラスびん協会、ガラスびん促進協議会、びんメーカー、全国びん商連合会ほか）と共に「リターナブル

びん普及プロジェクト（以下、プロジェクト）」を継続して開始しました。 

・  6月12日（金）第1回プロジェクトでは、“くり返し使うびん”応援コンテスト「受賞作品」を活用した「ツ

ール」案について検討し、秋には関西で普及集会を開催することを確認しました。 

・  「ツール」案はメーリングリストを活用して意見交換し、関西集会は現地の市民団体にも参加を呼びかけて

実行委員会を立ち上げ、準備を進めました。 

・  11月7日（土）第2回プロジェクトを大阪で開催すると共に、ツールの完成に合わせたＰＲ集会（『リユー

ス集まれ！』）を開催します。 

・  作成した「ツール」は、びん再使用ネットワーク加盟生協をはじめ、学生や市民団体が主催／参加する各種

の環境系イベントで展示・紹介するなど、プロジェクトの参加団体・メンバーで活用し、リユースびんの普

及啓発を進めます。 

・  2010年度は、これまでの集大成として、活動のフォローアップを行いつつ、コラレボーションを促進するこ

とが目標です。 

これまでの活動についての自己評価・今後の展望 

[自己評価]  

・  プロジェクトに参加した学生や市民の間に、改めて『ＣＯ2などの環境負荷を減らすために、ペットボトル

よりもリユースびんを普及しよう』との共通理解が深まりました。 

・  また、『投稿のために様々な情報を調べる中で、ＣＯ2排出量の少ない容器はリユースびんであることを始め

て知った』との声も寄せられており、コンテストの実施を通じてリユースびんが環境に良いことがコンテス

ト参加者の間にも広まりました。 

・  プロジェクトを継続することで、学生、市民、事業者など、幅広い関係当事者によるコラボレーションが進

んでいます。 

 

[反省・課題]  

・  2008年度の反省点としては（新しいことにチャレンジすると成果も斬新ですが）、より多くの投稿作品を獲

得するためにも、事前の準備を周到にすべきだったことがあります。 

・  今後、コンテストで獲得した「普及ツール」を活用して効果的な広報を展開することと、プロジェクトによ

るイベント開催などを東京以外に広げることが課題と位置づけ、2009年度の関西集会につなげています。 

 

[今後の展望]  

・  今後は、11 月の関西集会を成功させることと、2010 年に向けて、本格的にリユース普及に弾みをつけるこ

とが課題です。 
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（特定）コミネット協会 
 

活動名 九州における環境活動情報の収集及び連携事業 

活動区分 ハ．国内の民間団体が行う国内の環境保全のための活動 

活動形態 ｄ．調査研究 

活動分野 ｊ．その他の環境保全活動 

活動の背景 

○現状・問題点 

各種NPOポータルサイトや環境情報サイトに登録・掲載されている環境団体の情報は、基礎情報の発信とし

ては十分に機能しているが、他のセクターとのつながりやプロジェクトとしての特徴まではとらえきれていな

い。また、同じジャンルの環境活動を行っている団体は多いが、連携や協働に至るための双方の認識も浅い。

○活動の必要性・妥当性 

すでに整備されている環境団体の基礎情報は充実しているが、それらを地域の特性や実情に応じて利活用す

るための活動情報の集積には至っていない。各団体にとって効果的で持続的な活動に役立つ付加情報を収集し

連携することで、さらに特徴的な活動や取組みが活性化される。また、九州という単位で団体情報を一元的に

整理したデータを取扱う事で、地域を越えた活動の連携が期待される。 

活動概要 

○検討会の開催（２回程度） 

  九州各地で環境中間支援に携わる関係者からなる検討会を開催し、基礎情報をもとにした付加情報収集と整

理、活動課題等の情報発信拠点との連携について意見をもとめ、より効果的な事業推進を図る。 

○活動情報収集発信事業先進地ヒアリング 

  本事業の実施にあたって、環境情報の発信機関や中間支援機関の連携・取組みを行う先行事例について事業

担当者へのヒアリングを行い、各団体・中間支援機関にとって有効な情報の取扱いのしくみづくりに反映させ

る。先進地として北海道を予定。 

○各県活動団体ヒアリング（８県に３回程度訪問） 

  各県の情報収集の協力窓口となる各県温暖化防止活動推進センターやNPOセンター、環境ネットワーク型NPO

へのヒアリングをふまえ、特徴的な活動に取組む団体を選定し個別具体的に各団体への取材・ヒアリングを行

う。 

○活動団体情報のデータベースとして整備 

収集した付加情報については、基礎情報を基盤とした情報リストと連携させ、適宜入力を行い、データベー

ス化を図る。 

期待される効果（目標と将来像） 

○ 各団体の活動状況を把握し、その情報を活動内容・ジャンル別に整理を行うことで、各地の情報発信拠点をと

おして、どのような活動が行われているかを多面的に把握し、情報面・活動面で各団体間の連携を促進する。

○ 各環境団体が抱える課題について共通項を整理することで、地域の中間支援機関等が行う基盤支援へ応用され

る。 

○ 応用可能な活動モデルを整理する事で、各団体の活動が活性化される。 

○ 地域を越えたテーマ別の団体ネットワーク形成の基礎情報となる。 

基礎情報としての環境NGO総覧等の利活用が広がることで、環境団体全体の認知度向上が期待される。 

助成1年目の実施内容 

平成２０年度：九州内の環境を定款目的に含む団体の基礎調査と調査データ集の作成 

 環境活動団体に関する情報の中でも、活動情報に焦点をあてるという事業方針を獲得し、既存の各種団体情報

を基盤とした情報収集のアプローチをとることとした。 

 また、各活動団体との接点づくりもさることながら、それらを地域やテーマ性の視点から中間支援・基盤支援
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する環境啓発施設やNPOサポートセンターなどとの連携の必要性についても明らかとなった。 

 調査依頼した団体からのフィードバックは100団体程度にとどまったが、セクター・団体間の連携・協働の視

点からとらえると、企業や行政との関係構築を課題とするNPOにとって参考となるような情報の表現が大切にな

るといえる。それは市民活動型・非営利事業型に関わらず、活動評価の視点として有効なものといえる。 

 今後は既存情報を基盤としながら、付加的な情報をどう連結できるか、またそれら情報をいかに効果的に発信

拠点等に連携できるかが事業継続上の要点となる。九州の自然環境・社会環境の特徴をとらえながら、環境団体

の情報側面からの中間支援となるよう一層事業内容について充実させたい。 

 

助成2年目の実施内容及び今後のスケジュール（3年目の予定を含む。） 

平成２１年度：調査対象団体・活動の拡充。環境NGO総覧をもとに団体の活動情報の収集と登録。 

平成2２年度：環境活動情報データベースとして整理し、情報公開・提供先機関と連携し発信。 

 

 

 

 

これまでの活動についての自己評価・今後の展望 

[自己評価] 

 九州内の活動団体の中でも、熱意・実績のある団体からの反応があり、またそれらを地域でサポートする中間

支援機関との連携についても把握することができた。 

 また、活動団体の性質や経緯をふまえた調査と把握の大切さについて実感を得られた。 

 

[反省・課題]  

 当初計画から大幅にスケジュールが遅れる形で事業が進行したため、活動団体の量的な把握が十分にはできな

かった。収集した団体情報をもとにしたヒアリング等の実施計画策定を含め、当事業の取組み方について担当者

間で十分な協議を初期の段階で行っていなかったことが要因である。 

 

[今後の展望] 

活動団体の把握とともに、具体的な事業取組みや活動事例についての把握が必要である。 

また取りまとめた情報の発信方法と連携についてのさらなる検討が必要である。発信については、収集した団体

情報・活動情報について個別に確認を取る必要があり、その発信先として各県の中間支援団体・機関等を通した

情報発信ならびに関連ホームページへのリンク等を予定している。加えて、情報収集の補足等についても、各地

での情報把握にあわせて行うなどの連携を検討したい。 
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財団法人 地球･人間環境フォーラム 
 

活動名 消費者を対象としたインテリア・エクステリア用木製品のフェアウッド購買行動促進事業 

活動区分 国内の民間団体が行う国内の環境保全のための活動 

活動形態 知識の提供・普及啓発 

活動分野 森林保全・緑化 

活動の背景 

前年度までの助成活動「環太平洋の森林保全に資する木材建築を全国に普及するための啓発活動」の実施経験

から、また合法性・持続可能性が証明された木材調達を促進するグリーン購入法の実施等により関連業界におけ

る違法伐採・森林減少等についての関心はある程度は高まったものの、取組みを先行する事業者にとってはメリ

ットが見えづらいことが明らかになった。 

そこで、日本国内で一般消費者を巻き込んだ形で持続可能な木材のマーケットを形成することをねらいに、①

これらの問題の現状や原因、消費者とのつながりをよりわかりやすく市民に伝え、その関心を実際の選択的購買

につなげる②政府や大手企業で始まっているフェアウッド調達を中小企業や市民に波及させ、一般消費者にとっ

てより身近なインテリア・エクステリア用木製品に着目した形で、フェアウッド購買行動を消費者に働きかける

－ことを目的に本プロジェクトを実施している。 

 

活動概要 

1.環境や社会に配慮した木材（フェアウッド）の利用を一般消費者レベルに拡大すべく、最も身近なインテリア・

エクステリア用木製品（家具・床・造作材等）に着目し、同製品の主な輸入先である中国やベトナム、原産国で

あるロシアや東南アジア等における違法伐採材混入などの問題を調査・整理する 

2.インテリア・エクステリア用木製品のトレーサビリティ確保を実現するために、国内における同製品の流通・

販売経路を調査・整理する 

3.インテリア・エクステリア用木製品を一般消費者が選択的に購買できるよう、具体的な製品情報について調査・

整理し、これを広く紹介する 

4.上記1～3の結果を分かりやすく整理し、一般消費者や取扱業者に向けて発信し、違法伐採問題と森林減少・劣

化への理解を促し、適切なフェアウッド調達、購買を推進する 

 

期待される効果（目標と将来像） 

・インテリア家具販売会社、ガーデン家具販売会社、住宅メーカーと協働を行い、具体的なフェアウッド製品の

開発を行う（各１種類以上の製品）。当該社内従業員へのフェアウッド利用の意識浸透・定着を図るとともに、

これら企業の販売顧客に対してフェアウッド利用に関する情報発信が可能となる。 

・「フェアウッド・カフェ」を設置（１ヵ所以上）に伴い展示する製品にフェアウッド木材を利用するため、現物

のサプライチェーン（原木生産、製材、家具製造、販売）をつなげていくことができる。特に生産者（山）と

需要者（街）を直接的にリンクすることで、両者のコミュニケーションが促進される。 

・フェアウッド製品の開発および「フェアウッド・カフェ」の設置で、フェアウッド利用のパイロットモデルを

示すことができる（複数の主要新聞への掲載）。協働先以外の他企業でのフェアウッド商品の開発を促したり、

消費者の直接的な反応を見ることで新たなフェアウッド商品開発や情報発信にフィードバックすることができ

る。 

・製品開発および「フェアウッド・カフェ」の内装で地域材を利用することに伴い（岩手県内民有林産の広葉樹

材）、生産者とのコミュニケーションが行われるため、協働企業や「フェアウッド・カフェ」来場者が、林業、

製材業や山村社会の抱える様々な問題を具体的に理解することにつながるとともに、実際の木材の流れを作っ

ていくことで、地域経済の発展、技術の継承にもつながる。 
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助成1年目の実施内容 

①生産国流通状況調査：ロシア産ナラ・タモを中心に中国で加工・製造され日本に完成品で輸入されている家具

や内装材の流通経路について情報収集・整理する調査を行った。 

②国内流通状況調査：国内の主要なインテリア・エクステリア用木製品取扱業者（メーカー、流通、小売、各 5

社）に対するフェアウッド調達状況に関する聞き取り調査については、メーカー7社、流通 4社、小売 5社につ

いて行った。違法伐採や森林減少・劣化の問題について問題意識を持っている事業者が増えてきているものの、

大半はまだ関心が薄い状況である。問題意識を持っているところでは、フェアウッド調達を進めたいものの原料

調達に関する情報不足や新たな商品開発を進めるにあたって、資金等の制約等の課題が浮き彫りとなった。 

③広報ツール作成・発表： ①及び②で収集・整理した情報を盛り込んだ、フェアウッド調達を促進するためのツ

ール、フェアウッド・ムービー「木の来た道～Experiencing ways of wood」を制作（DVD300 枚）した。このDVD

を紹介したチラシはインテリア・エクステリアを扱う製造業者、流通業者等などに配布した。映像の完成にあわ

せてプレミア上映会を実施（2009年3月27日、於「丸の内さえずり館」）にて行い、フェアウッド調達の必要性

を訴えた。 

 

助成2年目の実施内容及び今後のスケジュール（3年目の予定を含む。） 

1.フェアウッド家具製品の開発支援：インテリアショップ、ガーデン家具メーカー、住宅メーカーとの協働を通

じて、フェアウッドを利用した家具製品の開発を支援し、具体的製品の供給実現につなげる。 

2.情報発信拠点「フェアウッド・カフェ」（ショールーム）の設置：インテリアショップ、ガーデン家具メーカー、

住宅メーカーと協働し、インテリア木製品のターゲット購買層が多い地域にフェアウッド家具製品等を展示・紹

介する、情報発信拠点を設置する。 

3.消費者向け、業者向けミニセミナーの定期開催：「フェアウッド・カフェ」設置予定地周辺にて、主に家具製品

のターゲット購買層を対象に実施。テーマ：「家具のサプライチェーンを知ろう」、「リユース、リサイクル家具の

魅力」、「廃材を使ったインテリア」、「国産無垢材を使う」、「森林認証のフェアトレード木材」、「木工ワークショ

ップ」。H20年度に作成したビデオも活用。 

22年度：フェアウッド家具製品の開発支援（他企業へ展開）、「フェアウッド・カフェ」の拡充、カフェにおける

セミナーの定期開催（回数増）、生産国流通状況調査（別予算にて実施） 

 

これまでの活動についての自己評価・今後の展望 

[自己評価] 

・ フェアウッド購買に関する一般消費者の意識向上のためのツールとしてフェアウッド・ムービー「木の来た道

～experiencing way of wood」を完成した（DVD300枚）。配布については計画でも次年度以降であったが、4月

10日現在で100枚ほどの申込があり、手ごたえを感じている。 

・ 国内外の調査及び映像制作を通じて、フェアウッド調達に関心を寄せるインテリア・エクステリア関係の事業

者とのネットワークが得られた。 

・ フェアウッド・キャンペーンの共同実施団体である「FoE Japan」及び家具関係の事業者、さらには環境問題の

解決に寄与しようという映像制作者の協力が得られた。 

[反省・課題]  

・ メールマガジン・ニュースの配信数等の増加では、1年間前に比べて微増にとどまっているが（2009年3月配

信数 1,586 件）、担当者の実感としてはこういた問題への反応は良くなっているように感じることが多くなっ

た。数値で示すことが難しいので指標を再考すべきかもしれない。 

 [今後の展望]  

・ 本活動の推進は、現時点では、個別で自立発展性を考えにくいが、フェアウッドに関心をもつ関係業界の事業

者とのネットワークを広げる中で、企業へのコンサルティングを含め新たな資金源の獲得の道を探りたいと考

えている。 
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グリーン購入ネットワーク（GPN） 
 

活動名 途上国におけるグリーン購入普及調査・促進事業 
活動区分 国内の民間団体が行う開発途上地域の環境保全のための活動 
活動形態 知識の提供・普及啓発 
活動分野 総合環境保全活動 
活動の背景 
 環境への負荷が少ない製品やサービスを優先的に購入する「グリーン購入」は、持続可能な循環型社会を構築する

上で有効な取組であり、市場を通じて環境配慮製品の開発と環境経営を促進し、地球温暖化防止や３Rの推進にも寄与
する。日本ではグリーン購入が普及し経済社会に影響を与えてきたが、経済の急成長に伴って消費活動が活発化し環

境負荷が増大している途上国においてグリーン購入を促進していくことは極めて重要である。 
 そこで、グリーン購入ネットワーク（GPN）は、国際的なネットワーク（以下 IGPN という）を活用し、日本がアジア太平
洋地域において環境面でリーダーシップをとり、グリーン購入とサプライチェーンのグリーン化促進、グリーン市場の拡

大、そして更なる国際的ネットワークの強化・拡大を目指したNGOとしての活動を実施する。 
 
活動概要 
 アジア太平洋地域の主要国で、製品のカーボンフットプリントがどのようにグリーン購入のパラメーターになるかを調

査・検討する。そして、次の段階として、カーボンフットプリントラベルの枠組みや既存ラベルを活用する可能性をも検討

し、政府機関にグリーン購入を推進するためのカーボンフットプリントラベルの作成を現地関係者と共に要請する。 
 （GPN は未設立であるが）急速な経済発展が見込まれるアジア太平洋地域の主要国において、グリーン購入促進を
目的としたセミナーを開催する。 
 国際的なネットワークによる更なる活動の幅を広げ、また新しい問題に対する協議をする IGPN会議を開催する。 
 
期待される効果（目標と将来像） 
 急速に経済成長を遂げているアジア太平洋地域では、資源消費や環境負荷が加速度的に増大していくおそれがあ

る。グリーン購入推進団体を支援し、セミナーやワークショップを積極的に開催することにより、当地域でのグリーン購

入への理解が広まり、認識を向上させ、普及を更に促進することができる。それにより、当地域での環境配慮製品の開

発と環境経営を促進し、グリーン市場の拡大に大きく貢献できる。 
 商品の「カーボンフットプリントの見える化」が欧州や日本で進んでいるなか、消費が特に著しく伸びている国々にお

いてカーボンフットプリント表示の枠組みを現地の組織購入担当者を交えて検討し、共同で政府機関に関連ラベル作成

検討を要請すれば、実施国内の関係者の理解を更に深めさせるだけでなく、内容と話題性からも世界的に幅広くグリー

ン購入推進を刺激できる。 
 この２つの活動のまとめとした国際会議を開く事により、各国関係者達と活動の集約や最新情報の交換といった国際

的なネットワークの活動の幅を更に広げることができる。 

 
助成1年目の実施内容 
 既にグリーン購入ネットワークが設立されているインドで、製品のカーボンフットプリントがどのようにグリーン購入の

パラメーターになるかを調査し、規制機関や企業の購入担当者などを交えて検討会を 2回開催、そして最終報告書を作
成した。更にこの調査・検討結果を IGPN のネットワークを使い各国に広め、グリーン購入への関心を更に高めること
に活用した。 
 GPN は未設立であるが急速な経済発展が見込まれるフィリピンにおいて、IGPN のネットワークを活用し、グリーン
購入促進とサプライチェーンのグリーン化、そして現地 GPN 設立に導くことを目的としたセミナーを、エコプロダクツ国
際展の国際カンファレンスプログラムに組み込んでもらい、企業の購入担当者だけでなく、政府高官や企業役員にも説

明することができた。 
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 この２つの活動のまとめとして、全体レベルアップと活動集約、各国の

グリーン製品の紹介を含めた最新情報交換など、国際的なネットワーク

により更なる活動の幅を広げ、また新しい問題に対する協議をする

IGPN会議を開催した。 
昨年度にGPN設立が決定したベトナムに続き、フィリピン、 
シンガポール、香港、台湾でも現地GPN設立を進めてい 
くことになった。 
 
 
 
 
助成2年目の実施内容及び今後のスケジュール（3年目の予定を含む。） 
○平成21年7月～22年3月：インドにおけるカーボンフットプリントラベルの枠組み調査、及び 
              検討会ワークショップ（2回）、結果発表 
○平成21年5月～22年3月：セミナー開催 
              （予定国：マレーシア、ベトナム、インドネシア） 
○平成22年度： 
 ・グリーン購入普及・推進ワークショップ、セミナー、及びグリーン購入関係者国際会議開催 
 ・グリーン購入普及・推進とカーボンフットプリントに関する調査、及び検討会・ワークショップ 
・  グリーン製品普及を促進する調査、及びグリーン商品データベース開発 
 
これまでの活動についての自己評価・今後の展望 
[自己評価]  
 温暖化を含む地球規模での環境問題が更に顕著になっていくなか、環境負荷低減と持続可能な消費・生産への移行

に効果的な手段であるグリーン購入を、世界の工場となりつつあるアジア・太平洋地域を中心に積極的に促進する

IGPNの活動は先駆性があると考えている。 
 平成 20 年度は、インド最大の商工会議所とその州の環境局の関係者を検討会に招待することができ、産業界からの
参加者数が予想を上回った。フィリピンでは、グリーン購入セミナーをエコプロダクツ国際展のカンファレンス・プログラ

ムに組み込んでもらえ、より多くの関係者にも説明することができた。また、予定通りにエコプロダクツ国際展に合わせ

て IGPN会議を開催することができた。 
 全体的には、過去の経験を踏まえて現地の組織と綿密に連絡をとりながら計画を立てることにより、現地のニーズに

的確に応えられる活動計画がたてられたと考えている。特にカーボンフットプリントのプロジェクトにおいては、世界的

に注目されているテーマの活用により、現地関連機関の興味を大きく刺激することができた。 
 
[反省・課題]  
  インドとフィリピンでの活動が年度末に集中してしまったが、フィリピンでの活動をエコプロダクツ国際展

（EPIF2009）の開催時期に合わせる必要があった。 
 全体的には、資金源確保のめどがある程度つけば組織の基盤強化になるが、まだ十分に多様な資金源を確保できる

には至っていない。昨年度と同様に経済界との繋がりを強めていくための活動を続けてはいるが、景気の後退により、

協力・協賛が 21年度以降に影響してくると考えられる。 
 
[今後の展望]   
 日本の GPN の構成をモデルとした会員増強を行い、各国 GPN の基盤強化を支援しながら国際ネットワークを拡充
し、政府機関や国際機関とも連携しながら活動をより効果的にしていくことが弊団体に望まれている。 
 
 
 

インド・ムンバイでの検討会の様子 
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